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2）　地方自治法 281条の 2第 1項［1952年改正］。






























6）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）122頁。


















































11）　宇賀・前掲注 7）35-36頁、野中俊彦ほか『憲法 II［第 5版］』369-370頁［中村
睦男執筆］（有斐閣、2012年）など。
12）　東京地判昭和 37年 2月 26日判時 291号 8頁。
13）　宇賀・前掲注 7）36-39頁。さらに近年の都構想や特別自治市構想にも関わると
される。飯島・前掲注 4）5頁。





















決がこれを正面から認めたわけではない。渡部吉隆「地方自治法第 281条の 2第 1




16）　東京地判昭和 37年 2月 26日前掲注 12）。

















































































































































29）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）123頁。
























30）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）123頁。
31）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）123頁。
32）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）123-124頁。
33）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）124頁。




























昭和 21年 9月都制の一部改正によって自治権の拡充強化が図られたが、翌 22
年 4月制定の地方自治法をはじめその他の法律によってその自治権に重大な制



























35）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）124-125頁。









































































































































































































43）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）126頁。
44）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）128頁、129頁。
45）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）128-129頁。
46）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）129頁。























47）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）129頁。
48）　成田・前掲注 37）22頁
49）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）134頁。
50）　東京地判昭和 37年 2月 26日前掲注 12）10頁。
51）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）134頁。
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の内容的変化












53）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）133頁。
54）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）133頁。
55）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）133-134頁。























































59）　最大判昭和 38年 3月 27日前掲注 3）148-151頁。
60）　「調査官解説」前掲注 14）14頁。




















































































70）　東京地判昭和 37年 2月 26日前掲注 12）12頁。
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空疎さ74）をその前提ともに明らかにするものにすぎないともい
える。しかしこうした空しさは、起草過程においてアメリカによって突きつけ
られたラディカルな住民自治に対する原理的妥協の刻印としての憲法 92条を
導いた日本国憲法第 8章の歴史的前提75）にも由来するある程度必然的な事態で
あり、それがこの分野の主要な最高裁判決にも浮かび上がっているということ
は、確認しておくに足る事実である。
使の可能性（憲法 92条）とそうした権力の民主的統制（憲法 93条）の二段階を分
離する思考に必ずしも立たないようにも読める箇所がある（「東京都の特別区は自己
の議会を有し（この点大阪市の区と異なる）、自治立法権（条例制定権）、自治財政
権（課税権）、及び自治行政権を有しているのであるから、その権限は制限されてい
るとはいえ、なおこれを地方公共団体というべきである」（垂水補足意見・刑集 126
頁）、「住民に直接行政を執行する権能を有するとか、首長公選制がとられていると
かいう事実だけで、ある団体を憲法上の地方公共団体であるとすることはできない
のである。憲法上の地方公共団体であるかどうかは、そのような一・二の特徴によ
り判断し得るのではなく、当該地域社会の客観的な社会的経済的実体、その主観的
な面ともいうべき共同体意識、更にはそのような地域社会が形成されるに至つた沿
革的基礎等の各般の事情の綜合の上に立つてはじめてきめられ得ることがらであ
る。」（上告趣意・刑集 137頁）。
74）　飯島・前掲注 4）において、住民自治の観点から昭和 38年判決の「共同体」論
を活かす方向性が示されている。
75）　石川健治「未完の第八章」自治実務セミナー 638号 2頁（2015年）
